
７ 関連する現行制度の活用と可能性  

 

７－１．概要 

 本研究の目標は、「重度障害者意思伝達装置の支給と利用支援を包括するコミュニケーション総合

支援施策」を提案することであるが、前章までにそれに必要な諸問題の検討を行った。そして、コ

ミュニケーション支援としての意思伝導入は、補装具費の支給という装置入手の支援から、継続的

に利用していくための支援者の確保・派遣にシフトしていくことが、必須課題であると考える。こ

れは、今後、より一層、装置本体についてはパソコン等の汎用品で代用可能になってくることが予

想されるが、そのときには意思伝に対する公的支援のあり方も変わってくることを想定する必要が

ある。 
 このとき、実際に新たな施策・制度の実施に向けて、それを企画・立案して提案することは容易

ではないことは明らかである。そして、その新制度を待つことは、現時点で意思伝を必要としてい

る人には待つこともできず、現状での支援のあり方の検討も同時に進行すべき課題である。 
 
そのため、今回提案する施策を実際に各自治体での検討・試行を容易にするためにも、既存の諸

制度を活用（種々の制度を組み合わせての利用）する方法での可能な対応を示すこととする。 
本章では、具体的な提案を行う前の、既存の各制度で対応することの有効性と、問題点等をまと

めるが、まず、本節では表７－１に全体のアウトラインを示して概要をまとめるとともに、次節以

降にてそれぞれの支援内容に対する対応を提示する。なお、必要な財源の算出は、「７－６．コスト

の試算」にて行う。 
 

表７－１．意思伝達装置の導入支援に関わる各種制度 

支援内容 利用制度 参照箇所

物的支援 本体の支給 障害者自立支援法（補装具） ７－２節

スイッチ適合（リハ職確保） 介護保険・医療保険（訪問リハ） ７－３節

ＩＴ（カスタマイズ） 障害者自立支援法（コミュニケーション支援事業） ７－４節

ＩＴ（利用指導） 障害者自立支援法（障害者ＩＴ総合推進事業） ７－４節
人的支援 

マネジメント （各種相談機能の強化と連携） ７－５節

 

なお、本章での提案は、当面の対応としての、現行制度の活用であり、この提案をベースとした

本格的な総合支援策については、「８．今後のコミュニケーション総合支援施策」にてまとめること

にする。 
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７－２．本体の支給 

当面、意思伝本体の支給にあたっては「障害者自立支援法に基づく補装具」（以下、「補装具」と

いう。）を、通常の支給方法と位置づける。その理由としては 
１）補装具制度は、実施主体は市町村であるが、全国全ての自治体が実施しなければならない義

務的経費であり、対象から外れる地域がない 
２）支給時点において、身更相による適合判定が行われることから、とりあえず支給を受けたが

使うことができない状況に陥らない 
３）利用段階において、身体状況の変化により入力装置（操作スイッチ）の不適合が発生しても

修理申請により、交換することができる 
をあげる。 
なお、他制度には、「難病患者等居宅生活支援事業（難病患者等日常生活用具給付事業）」（以下、

「難病日生具」という。）、「労働者災害補償保険法（補装具）」（以下、「労災」という。）あるいは、

「地域生活支援事業（日常生活用具給付事業）」（以下、「日生具」という。）があるが、「労災」は対

象原因が限定されていることで通常は該当しないこと、「日生具」では、ＰＣを利用するＩＴ支援が

中心となり、身体評価等の対応が不十分になる恐れがあることがあげられる。また、「難病日生具」

のように、補装具の前段階での早期給付として有効な場合もあるが、早期給付に対応することで、

身体状況の変化に対するフォローアップが不十分になることも考えられる。 
しかし、早期給付を行っても、修理申請としては身更相がフォローアップを行う必要があること

から、「補装具」可能な限りでの早期支給を促す方がよいと考える。ただし、単に早い段階で支給す

ればよいのではなく、生活環境の判断を含めて、適切な判定を経て行われることが必要といえる。 
 
このとき、適切な環境には、後述するような人的支援体制の確保も含まれる。そのため、支給前

に、一定期間の試用を行うことも不可欠であるが、現状では、試用のための装置の貸与制度は一部

の自治体やＡＳＬ協会等の患者会に限られていることもあり、新たな制度構築の検討を考える必要

がある。例えば、「難病日生具」における意思伝の給付を中止（補装具に統合）した場合、この制

度を試用のための貸与制度へ変更することも一案である。難病日生具は、身障の日生具と異なり、

「貸与」が対象と明記されていないことが懸念されるが、新潟市では、制度の運用上、貸与品目が

設定可能な要綱を定めている。（注：現状で、意思伝達装置を貸与しているのではない。） 

 また、貸与とする場合、貸与用の装置の確保と管理が問題になるが、同制度の実施主体である市

町村単位で在庫を持ち、実施することは、予想される利用件数から考えて現実的ではなく、現在、

一部の都道府県単位で独自制度が設けられているように、他機関への委託により実施することが現

実的といえる。あるいは、表７－２に示すように、現在、一部の民間企業（福祉用具供給業者）に

おいては試用を目的とした独自の有償貸与を行っているところもあり[フラ] [パシ]、この貸与費用を

支給する方法も可能である。 
表７－２．意思伝達装置等の貸与を行う事業者 

事業者 貸与装置 レンタル（貸与）料 

フランスベッド（株） 「レッツ・チャット」 4,500 円（１ヶ月単位） 

パシフィックサプライ（株） 「伝の心」、「レッツ・チャット」 3,000 円（１ヶ月）、5,000 円（３ヶ月）

 
 なお、試用期間の対応とはいえ貸与制度を考えると、継続的に貸与を可能とするかの検討も必要

になる。これは、本体を支給しても耐用年数（５年）の期間を使い続けらない場合が多いことから、

貸与制度では不可能だとの意見が聞かれることが背景にある。この問題については、「８－３．（１）

レンタル制度の是非の検討」にてまとめる。
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７－３．スイッチ適合とリハ職の確保 

 入力装置（操作スイッチ）の適合にあたっては、専門的知見での身体評価のために、リハ職とり

わけ作業療法士・理学療法士が積極的に関与することが望ましい。これは、装置の利用方法に関す

る指導ではなく、装置を適切に利用するためのスイッチ適合には、姿勢や手指等の可動域などの身

体評価が不可欠であるためである。リハ職の関与を積極的に認める根拠は③にて示す。 
 
① 各段階の対応 
 身体評価を行うとしても、比較的可動域の確保ができる早期段階と、病状が進行した段階での再

評価ではそのアプローチも異なるため、ここでは３段階に分けて提示する。 
 
ａ．導入検討段階 
 この段階の多くの場合は、入院または通院により医療機関にかかっていると考え、そして、医師

等の勧めから、意思伝の導入を検討することになると考えられる。また、同時に医療保険により、

何らかのリハビリテーションも受けていることは容易に想像できるので、リハビリテーションの一

環として意思伝の適合・試用訓練を行うことで、リハ職が関与できる。 
 ただし、そのためには、医師からの「コミュニケーション機器使用のためのリハビリテーション」

という旨のリハビリテーションの指示（オーダー）が必要であり、医師（注：整形外科医でなく神経内

科医や耳鼻咽喉科（音声言語）医であっても差し支えない）の理解が不可欠である。しかし、そのようなオ

ーダーがあっても、当該病院のリハ職が十分に対応できない場合も想定され、リハ職の支援と研修

もあわせて検討する必要がある。 
 
ｂ．導入段階 
 実際に意思伝を補装具として導入することになれば、身更相による判定が行われる。ａ．導入検

討段階で、リハ職が適切に判断していれば、判定において問題になることは少ないといえるが、対

象者数が少ないことから、リハ職であっても十分な経験がなく、必ずしも適切な判断が行われると

は限らない。 
 そのため、判定機関である身更相に適切な判断・判定を行うことができるリハ職の人員配置（ま

たは育成）の１つと考えられる。身更相であれば、判定だけでなく更生相談の一環で判定前に対応

することも可能である。これにより、身体評価が十分にできない支援者や販売事業者が、不適切な

スイッチ適合（選定）を行ってしまう危険性を軽減することにもなる。 
 
ｃ．利用継続段階 
 身体状況の変化するＡＬＳ患者等の場合、介護保険制度を利用していることも多く、介護保険の

訪問リハビリテーションの中で、身体状況の再評価と再適合を実施することが可能である。 
このとき、ａ．導入検討段階の場合同様に、医師からの「コミュニケーション機器使用のための

リハビリテーション」という旨のリハビリテーションの指示（オーダー）とともに、介護保険に使

う場合は、ケアマネジャーによるケアプランへの組み込みが必要になる。 
しかし重症度が高くなれば、介護保険における他の介護サービスも合わせると介護保険の利用限

度額を使い切っていて、この対応のために、利用中のサービスを一時的に削減して置き換えること

が必要という問題も想定される。そのため、通常の利用枠とは別枠での特別加算や、医療保険での

報酬加算にて同様の対応ができることが望ましいと考えられるが、この問題については、「８－２．

意思伝達装置導入にかかる保険点数（診療報酬）について」にてまとめる。 

119



② 支援に関わる費用負担 
これまでは、作業療法士が専門的な立場から操作スイッチ適合を行ったとしても、リハビリテー

ションの一環として診療報酬または介護報酬等を請求していない場合もあるだろうし、別途、費用

を自費請求していることも極めて少ないと考えられる。 
 このような、ボランティア的な対応に頼ることは、要支援者（患者等）から見ると費用がかから

ないことで歓迎される傾向であるが、対応する作業療法士等の支援者側（リハ職）においては、正

当な指導に伴う報酬が得られないこともあり、業務時間外での対応を迫られることになる。 
そのため、①に示したように、医療保険や介護保険等を利用することにより、現行の制度内で費

用形状（公費負担）で対応することが適切といえる。このとき、作業療法士が、障害者のＩＴ利用

を理解した上でのスイッチ適合は効果が高いと考えられる。 
しかし、制度にて報酬という公費負担の適正化のためには、リハ職の立場からの身体評価を伴う

操作スイッチの適合の範疇であるのか、ＰＣやＩＴに詳しい一般のボランティアで出来る（対応す

るべき）範囲なのか、明確にすることが必要であるとともに、その適切な切り分けが求められる。 
 
③ 作業療法士の専門的職種としての妥当性 
 今回、意思伝の導入過程、とりわけ操作スイッチの適合において、キーとなる専門的職種は「作

業療法士」になるとした。作業療法士は、「理学療法士及び作業療法士法」（昭和４０年６月２９日

法律第１３７号、最終改正：平成１９年６月２７日法律第９６号）に基づく、医療系（リハビリテ

ーション）の国家資格であるが、同法第２条第２項において「この法律で「作業療法」とは、身体

又は精神に障害のある者に対し、主としてその応用的動作能力又は社会的適応能力の回復を図るた

め、手芸、工作その他の作業を行なわせることをいう。」が業務内容と定められている。 
また、平成２２年４月３０日付医政局長通知「医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推

進について（医政発０４３０第１号）」において、「作業療法の範囲」として、これまでは法の拡大

解釈として対応していた「福祉用具の使用等に関する訓練」が明記された[医政]。 
 さらに、作業療法士の職能団体である、社団法人日本作業療法士協会（以下、「ＯＴ協会」という。）

においては、平成２０年に「福祉用具委員会」の設置を経て、平成２１年には「福祉用具部」を設

け、福祉用具の適合に関する専門職として、その適合技術の向上と普及に務めている。意思伝関係

としては、平成１８年１０月に意思伝が補装具に移行することになった際に、その直前の平成１８

年３月２４日に、会長名にて「補装具等の見直しに伴う身体障害者更生相談所への作業療法士の活

用について（要望）」により、適正な重度障害者用意思伝達装置の補装具判定において作業療法士の

積極的な活用を求める要望書を「身体障害者更生相談所長」宛に提出している。 
これらにより、意思伝をはじめとした福祉用具を使用できるようにするとともに、これを活用し

て社会的適応能力の回復を図ることも、リハビリテーション（作業療法）の一環と位置づけられる。

そして、作業療法士は、その役割を担うための体制が整いつつあるといえる。しかし、意思伝の操

作スイッチの適合が可能な作業療法士の数は多いといえないのが現状であるといえる。そのため、

支援が必要なときには、支援機関が、支援内容を切り分けた上で、必要に応じて作業療法士を探す

事になるであろうが、その際には、各地の都道府県作業療法士会などに紹介依頼を行うような協力

関係の構築が必要である。また、ＯＴ協会にも、一層の人材育成を行って行くことを期待したい。 
 
なお、作業療法士以外のリハビリテーション専門職として、「理学療法士及び作業療法士法」（前

述）に基づく理学療法士、「言語聴覚士法」（平成９年１２月１９日法律第１３２号、最終改正：平

成１９年６月２７日法律第９６号）に基づく言語聴覚士もいる。スイッチ適合のみならず、意思伝

の導入支援過程においては、これらの職種と連携をとることも多いと考えられる。 
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７－４．ＩＴサポートとコミュニケーション支援 

 意思伝を利用できるための支援の１つとして「ＩＴサポート」があるが、必要な支援はＩＴサポ

ートではなく、コミュニケーション支援のためのＩＴツールの利用のための支援（者）確保である。 
このとき、実際の意思伝利用支援はその内容により、支援者および対応事項を３段階に分けてこ

とこができる。①に段階毎での支援内容、支援者および費用負担を行う際に対応できる制度をまと

める。 
 
① 支援内容の切り分けと対応 
ａ．スイッチの選択・適合 
前節でまとめたように、装置そのものを利用する上での、スイッチの適合や設置に関する指導に

関してはリハ職が関与すべき内容と位置づけられる。また。財源（対応制度）としては、医療保険

または介護保険とする。 
 
ｂ．カスタマイズ・初期導入 
意思伝は、同一の装置であっても条件設定（動作条件の設定）にて操作性が大きく異なってくる

ため、装置を適切に利用するためには、条件設定や操作方法指導（注：本来なら、度々の説明が必要な

装置であること自体が問題とも考えられる）を行う人材が必要になる。もちろん、納入業者の責務として

実施できるのであれば、そのほうが好ましいといえるが、地方部では都市部となり、納入業者が必

ずしも十分な対応が可能ではなく、納品のための代理店となっている場合の対応を想定し、何らか

の支援を行うことも必要になる。 
条件設定には、走査（スキャン）速度、定型句等の割り当てあるいは画面の設定などがあり（注：

ＰＣのソフトウエアを組み込む機種ほど、手間がかかる）、そのためには、本人の身体状況や生活環境をふ

まえての対応が必要になる。これは、障害特性の理解や装置の条件設定についての一定レベルのス

キルが要求される。そのため、このレベルの支援はＩＴ支援にとどまるものではなく、コミュニケ

ーション確保（保障）のための支援であり、手話通訳者や要約筆記者の派遣同様に「コミュニケー

ション支援事業」の対象になりえると考える。 
このとき、手話通訳者や要約筆記者同様に、派遣費用を公費負担を求めるのであれば、一定の資

格の担保も必要といえる。しかし現状において、このレベルにある人を判別する資格や基準はない

が、比較的関連があり、支援者の中での取得者が多い資格として「福祉情報技術コーディネーター」

（以下、「ｅ－ＡＴ」という（注：②にて後述する）。）があり、候補の１つとする。 
 
ｃ．利用指導・支援 
装置を使っていく上で、付加的ニーズの変化による環境制御機能の再設定や、パソコン利用に関

する環境設定（インターネットの設定、メールソフトの設定等）など、最低限の意思伝達ではない

部分での対応範囲の支援であり、むしろ一般的なパソコン（ＩＴ）利用支援の範疇といえる。 
このとき、指導内容によっては、一般のパソコン教室レベルのもの、あるいはその講師レベルの

人であればマニュアルを読みながら指導・支援できる内容といえる。これらの支援は、障害の有無

に関わらず、ＩＴスキルの低い人は求める内容であるとともに、ＰＣ販売業者などでは、一般向け

にも有料で支援している内容であるため、公費負担にはなじみにくい。 
ただし、意思伝を利用する人の身体状態では、外出も困難であり、在宅訪問にて指導・支援を受

けなくてはならないことには配慮する必要があるとともに、経済的負担の軽減にも絡む課題になる。

現状では、「パソコンボランティア」といわれるボランティアに頼っている部分も多く、一部の自治

体では、「障害者ＩＴ総合推進事業」の枠内でボランティア活動に対する交通費実費程度の支給を

行っているところもあり、その対応を維持することとしたい。 
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② ｅ－ＡＴの可能性と派遣拠点の確保 
福祉情報技術コーディネーターは、平成１５年７月より「財団法人全日本情報学習振興協会（注：

文部科学省許可法人である特例民法法人）」が実施する認定試験であり、現在は、１級、２級、３級のレ

ベルが設定されている。この試験では「障害者（高齢者を含む）のために、コンピュータによる支

援技術と、補助機材をその障害に応じて結びつけ自立をサポートできるように、操作技術を教える

指導者としての能力を認定します。」とされている。受験資格は、申込時に１８歳以上であれば、国

籍・性別等に制限はないが、「医師」、「看護師」、「保健師」、「ＯＴ」、「ＰＴ」、「ＳＴ」、「社会福祉士」、

「介護福祉士」、「教員免許取得者（盲・聾・養護学校）」の国家資格取得者は障害教養総論の一部が

免除される[福情]。 
また、「ＮＰＯ法人ｅ－ＡＴ利用促進協会」が、セミナーやオンライン学習システムを提供して

おり、資格は有していなくても、ある程度のスキルを有する潜在的支援者といえる[eAT]。 
なお、現在の有資格者および講習受講者数（注：e-AT 利用促進協会調べ）は、表７－３に示すよ

うな推移をなしている。 
 

表７－３．福祉情報技術コーディネーターおよび受講者数（人） 

 

福
祉
情
報
技
術 

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー 

認
定
試
験
受
験
者
数 

累
計 

セ
ミ
ナ
ー
受
講
者
数 

（
注
１
） 

累
計 

オ
ン
ラ
イ
ン
学
習 

シ
ス
テ
ム
受
講
者
数 

（
注
１
） 

累
計 

累
計
合
計 

平成 15 年度末 910 710 1,057  2,677 

平成 16 年度末 1,198 2,108 1,035 1,745 581 1,638 5,491 

平成 17 年度末 845 2,953 3,426 5,171 974 2,612 10,736 

平成 18 年度末 481 3,434 4,565 9,736 943 3,555 16,725 

平成 19 年度末 395 3,829 899 10,635 845 4,400 18,864 

注１） ＮＰＯ法人ｅ－ＡＴ利用促進協会主催 

 
しかし、実際に派遣を行う場合としては、手話通訳者や要約筆記者の派遣調整を行う団体がない

ことが問題になる。このとき、ｅ－ＡＴは、意思伝のみではなく、障害者に対するＩＴサポート全

般にかかわる人材になりうるので、都道府県事業である「障害者ＩＴサポートセンター」をその拠

点と位置づけ、ｅ－ＡＴ有資格者を登録し、市町村での共同事業として「コミュニケーション支援

事業」を実施すれば、制度上では体制整備としては可能といえる。 
しかし、障害者ＩＴサポートセンターが、必ずしも全ての都道府県に設置されていないこと[障害

者 IT(再掲:5-1)]、事業を受託している支援団体が十分に対応できないことが現状である。また、コミ

ュニケーション支援事業は、市町村事業であるため、全ての市町村が同様の対応をとらなければ、

派遣先により、費用負担の有無という差が生じてしまう。 
 
このため、障害者ＩＴサポートセンターに対する支援としてはＮＰＯ法人ｅ－ＡＴ利用促進協会

が、センター・オブ・センターとしての後方支援を行うことをも検討課題である。その上で、今後、

実際にｅ－ＡＴ有資格者を①ｂ．にあげた支援の対応を行う人材と位置づけるには、資格取得後の

追加講習や、カリキュラムの一部修正等が必要になる場合も想定される。また、現時点において、

有資格者同等以上のスキルを持ち、実際に支援を行っている人の対応の検討も必要である。 
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７－５．マネジメント 

 全体として、介護保険制度を利用するのであれば、「ケアマネジャー」が中心になることが現状の

ように思われるが、「３－２．ＡＬＳ患者の在宅（療養）生活と介護負担の状況」にてまとめたよう

に、ケアマネジャーが介護保険制度以外の制度を併用するようなケアプランを立案する必要がある

が、医療職でないケアマネジャーにおいては負担が大きい場合もある。 
 このことは、「７－３．スイッチ適合とリハ職の確保」で導入段階の対応として、そのため、判定

機関である身更相に適切な判断・判定を行うことができるリハ職の人員配置（または育成）の１つ

としたことと同様に、専門的行政機関である、保健所保健師による支援も重要な鍵になるといえる。 
 また、医療機関との連携においては難病医療連絡協議会（難病医療専門員）が、生活相談として

は難病相談支援センターがあり、制度や利用支援を紹介するバックアップ体制としても幅広く、そ

れらの機関での連携強化により、相当な支援体制ができるといえる。 
 
しかし、ＡＬＳ等の神経難病以外の場合、その対応は大きく異なるといえる。「４－３．補装具

としての意思伝達装置の修理（入力装置交換）実績」でまとめたように、難病以外（ＣＶＡ、ＣＰ、

頸損）の場合も約２０％の利用者がいることとまとめられており、その対応も必要である。 
これらの場合においては、障害固定後の導入になることになり、また、身体状況の大きな変化（進

行）を伴わないことから、初回の適合が重要といえる。ＡＬＳ等の神経難病の場合と大きく異なる

点は、継続的な専門職の関わりや、多職種による関わりが少ないことも考えられる。何らかのきっ

かけで、後天的に障害をうけるため、医療機関での関わり、とりわけリハビリテーションをきっか

けに意思伝の紹介や導入に繋がることが理想である。但し、身体評価だけでなく、言語機能の喪失

がないかの見極めも必要であり、医師や言語聴覚士の関与が鍵になるとともに、専門支援機関等へ

の連携が必要になる。 
 
 さらに、専門支援機関としては、「身体障害者更生相談所」（身更相）があげられ、指針の中では

表７－４のように規定されている[指針(再掲:2-2)]。そのため意思伝を含む補装具に関しての専門支援

機関と位置づけられるとともに、配置されているリハ職の技術的支援を期待したい。 
 

表７－４．補装具費支給事務取扱指針における身更相の役割 

３ 都道府県等の役割について 

（２）更生相談所 

更生相談所は、補装具費支給制度における技術的中枢機関及び市町村等の支援機関と

して、補装具の専門的な直接判定の他に、市町村への技術的支援、補装具費支給意見書

を作成する医師に対する指導、補装具業者に対する指導及び障害者自立支援法施行令第

１条第１項に定める医療を行う機関（以下「指定自立支援医療機関」という。）並びに児

童福祉法第１９条の規定に基づく療育の指導等を実施する保健所（以下「保健所」とい

う。）に対する技術的助言等を行うこと。  

また、市町村担当職員、補装具費支給意見書を作成する医師及び補装具業者を育成等

する観点から、研修等を実施することが望ましいこと。  

さらに、新しい製作方法又は新しい素材等、補装具に関する新しい情報の把握に努め

るとともに、市町村及び補装具業者と情報の共有を図ること。  

なお、障害者等が自費で補装具の購入又は修理を行う場合（本人又は世帯員のうち市

町村民税所得割の最多納税者の納税額が 46 万円以上の場合を含む）についても、適切な

補装具の購入又は修理を行うことができるよう、身体障害者福祉法第 10 条に定める補

装具の処方及び適合判定を行うこと。 
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７－６．コストの試算 

前４節で、意思伝に関わる本体の支給と支援者の確保について、利用可能な現行制度をまとめた

が、新たな支援が生じると、その費用（財源）確保が困難であることを理由として、実現（導入）

が困難であると指摘されることが予想される。 
しかし、ここで揚げた提案は、既存の制度の活用であり、それらの制度が既に運用されていれば、

その事業費全体が多少増加するか、事業費の中で吸収できる程度と推測する。しかし、自治体間あ

るいは部局間での連携も必要で、単純に制度を活用できない場合には、独自の制度を制定すること

が必要な場合もあり、それぞれに必要になるコストを試算する必要がある。そのため、本節では、

前４節で掲げた各対応に必要となる経費の見込みをまとめる。なお、試算にあたっては、全国での

支給件数から試算するため、各自治体分については、各々の支給実績に基づいての比例配分により、

計算されるものといえる。 
 

① 本体費用 
「７－２．本体の支給」でまとめたように、意思伝本体の支給を補装具とする場合には、「４－

２．補装具としての意思伝達装置の支給実績」にまとめた実績が参考になる。ここに、難病日生具

での給付分が加算されることになるが、行政機関対象調査（５－１（２））から、実際にはほとんど

ないことがわかっている。そのため、「４－２．補装具としての意思伝達装置の支給実績」でまとめ

た、平成 18～20年度の補装具費支給実績を参考に、年間 520台の支給と推測し、同様に機種別内
訳も表７－５に示すように推測することができる。また、総事業費では、本体購入時に付属品とし

ての修理基準（入力スイッチ、固定具等）の加算があり、合計（製品毎の単価（購入基準額）×台

数）が総事業費にはならない。 
また、本体と同時でないスイッチ交換等の修理申請もあるので、年間事業費にはその金額も加算

する必要があり、これもあわせて表７－５に示す。 
 

表７－５．意思伝の支給実績からの単年度支給見込数と事業費 

交付実績 単年度見込 機種名 

推測内訳 （注１） 総事業費

（千円） 

推測内訳

（注２） 

総事業費 

（千円）（注３） 

伝の心 785 台（  7.13％） 349 台

レッツ・チャット 206 台（ 17.65％） 92 台

その他 178 台（ 15.22％）

415,138

（注４）
79 台

184,664 

（注４） 

購入費 1,169 台（100.00％） 526,566 520 台 234,230 

修理費  621 件       27,122 276 件 12,064 

合計 553,688 246,294 

注１） 表４－４参照（平成 18～20 年度の補装具費支給実績の内訳を推測） 

注２） 年間支給件数を 520 台と仮定して、交付実績（推測内訳）にて配分 

注３） 交付実績の総事業費×（単年度見込台数／交付実績台数） 

注４） 付属品(本体購入と同時の修理基準)を含まない金額(本体単価×推計内訳の合計) 

 

この金額（246,294千円）が、自己負担分を含む補装具費支給としての総事業費と試算（推測）す
る。なお、本研究で提案する総合支援策が上手く機能し、支給申請が増えるとしても、対象者の希

少性から、１割増までの変化にも急激には至らないと考え、補装具事業費全体の中で吸収できるも

のと推測する。 
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② リハ職の派遣にかかる報酬 
 「７－３．スイッチ適合とリハ職の確保」でまとめたように、在宅等の実際の利用現場で意思伝

のスイッチ適合を行うために、介護保険にて訪問リハを実施するとなれば、介護報酬が発生する。

現在の介護保険制度における訪問リハビリテーションの介護報酬（平成２１年度改定）では、表７

－６に示すようになっている[介護報酬]。そのため、介護保険制度以外の独自制度で対応する場合に

も、同程度の報酬の計上が妥当といえる。 
 

表７－６．訪問リハビリテーションに対する介護保険報酬 

① 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が実施：305 単位／回  

② 20 分間リハビリテーションを行った場合に１回として算定。 

③ 短期集中リハビリテーション実施加算 

     (a) 退所・退院または要介護認定を受けた日から１ヶ月以内 

       ◎＋340 単位／日 (週２回以上・１回 40 分以上) 

     (b) 退所・退院または要介護認定を受けた日から１ヶ月超３ヶ月以内 

       ◎＋200 単位／日  

 
 意思伝のスイッチ適合は、導入時あるいは現在利用中のスイッチが不適合になった際に実施する

ものであるため、不定期に発生し、かつ連続するものでなない。また、「短期集中リハビリテーショ

ン実施加算」については、短期集中的な対応が必要な場合もあるが、身体状況の悪化を防ぐ意味合

いでないことから、これには該当しないと考える。 
 この考えのもと、以下のような基準で費用を算出し、今回の提案とする。 
 
ａ．介護報酬相当 
 １度の訪問における対応時間は、１時間程度であるが、時にはそれを超える場合もある。しかし、

長時間の対応は利用する患者の負担であるため、あまり超過しないことが好ましい。 
また、実際の対応は、身体状況の把握と、実際に一定期間利用後の評価が必要であると考えられ、

通常は、２～３度の訪問で行っているといえる。 
   → ４０分～６０分（２～３回）×３～２日（６０分×２日、４０分×３日 等のケース）

と想定し、６回分（305 単位×6＝1,830 単位≒18,300 円）が、１回（１個）のスイッチ
適合のための訪問リハにかかる介護報酬相当額の目安と試算（推測）する。 

 
 訪問リハによる対応件数としては、支給実績に基づいて計算されるものといえるが、スイッチ交

換は本体の支給件数だけでなく、修理件数を含めて勘案する必要がある。 
 「４－３．補装具としての意思伝達装置の修理（入植装置交換）実績」でまとめたように、本体

３台に対して約１台の割合（１．３６）での修理基準（入力装置交換）のみの申請があったことが

わかる。しかし、今後、補装具制度に移行した後の購入分に対しての修理基準（入力装置交換）の

みの申請が増加することも経年変化（状態悪化）にともない、増加することも予想される。 
 
①での購入費＋修理費の支給件数（520件＋276件）が 796件であることから、この仮定におけ

る全国での総費用としては、 
796 × 18.3 ＝ 14,384（千円） 

と試算（推測）する。 
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ｂ．交通費 
 交通費については、介護保険制度では別途請求を行うことはないが、スイッチ適合を行えるリハ

職が限られている場合、通常の事業範囲（訪問地域）を超える遠隔地対応を行う場合も想定するな

らば、一定額の負担を検討する必要もある。 
 介護保険制度においては、中山間地等加算があり、事業所が通常の事業実施地域を越えて中間地

域等に居住する者にサービスを提供した場合には、移動費用が相当程度必要となることを踏まえ、

「中山間地域等に居住する者にサービス提供した事業所への評価」として、所定単位数の 5％を加
算がある。 
意思伝の導入支援に必要なスイッチ適合を十分に行えるリハ職がいない地域においては、中山間

地ではなくても、他の地域からの訪問が必要な場合も想定され、この加算同様の検討が必要になる

場合もある。あるいは、負担する場合においては、都道府県の旅費支出規程に基づき、算出するこ

ととすることも１案となる。 
 
 しかし、地域実情の完全な把握ができないことから、この仮定における全国での総費用の算出は

困難であり、ここでは計上しない（ａ．介護報酬相当に含むものとする）。 
 
③ ＩＴサポート 
 「７－４．ＩＴサポートとコミュニケーション支援」でまとめたように、スイッチ適合以外につ

いては、カスタマイズレベルと利用指導レベルに分けて試算する。 
 
ａ．カスタマイズ・初期導入 
 このレベルについては、手話通訳者や要約筆記者の派遣同様に「コミュニケーション支援事業」

の対象と位置づけているので、その報酬額も、手話通訳者や要約筆記者の報酬額と同等とすること

が妥当である。但し、報酬額には地域差が多いので、目安の一例として提示する。 
 手話通訳の場合、複数で交代の対応するために２～３人での派遣も多いが、１人あたりの派遣費

用としては、基本料金（最初の２時間）が 3,000円であり、その後の追加（２時間を超える場合）
が生じる場合は、1,000円という水準が示されている[手話]。一方、要約筆記の場合、こちらも複数

で交代の対応するために４人程度での派遣も多いが、基本料金（最初の１時間）が 2,000円であり、
その後の追加（２時間を超える場合）が生じる場合は、1,000円という水準が示されている[筆記]。 
これらの水準を考慮すると、2,000 円／時間が妥当な金額と考えられる。また、一回の対応時間

は、１時間を越えることが好ましくないので、超過料金は加算しないことが好ましいと考える。よ

って、3,000円／回（１時間以内）と想定する。 
交通費については、都市部であれば近郊での支援者が確保できると報酬に込みとしてもよいと考

えられるが、地方部では遠隔地対応を行う場合も必要であると考え、平均 2,000円／回を想定する。 
 
 この仮定における全国での総費用としては、 

520 × 5 ＝ 2, 600（千円） 
と試算（推測）する。 
 
ｂ．利用指導・支援 
このレベルは、「一部の自治体では、「障害者ＩＴ総合推進事業」の枠内でボランティア活動に対

する交通費実費程度の支給を行っているところもあり、その対応を維持することとしたい。」とし

たが、「５－１．意思伝達装置導入支援の地域格差」にあるように地域差が多いことが問題になる。

すでに、実施している地域であれば変動はないが、未実施の場合は、新たな計上が必要になる。 
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このとき、交通費については、ａ．同様に、2,000 円とできるが、支援はおそらく１回では終わ
らないので、２回分の計上として、4,000円／２回を想定する。 
 
 この仮定における全国での総費用としては、 

520 × 4 ＝ 2,080（千円） 
と試算（推測）する。 
 
④ マネジメント 
 「７－５．マネジメント」でまとめたように、マネジメントは、現行の枠内での対応と考える。

全体的なマネジメント体制が明確に整っていない現状を考えると、医療機関や行政機関（身更相や

保健所）の機能強化・明確化と連携にとどまり、当面は、新たな費用計上には至らないと考える。 
 
⑤ 全体収支 
 これらを総合的して、年間あたりの事業費全体を考えると、①～③の各試算 
   ① 装置購入     234,230千円（520件） 
     修理        12,064千円（276件：276／520＝0.53） 
   ② スイッチ適合    14,384千円（796件） 
   ③ カスタマイズ     2,600千円（520件） 
     利用指導       2,080千円（520件） 
の合計で、266,200千円となる。 
 
 また、１台あたりの初期導入時の費用は 
   ① 装置購入     450,400円／１台（234,320千円／520台） 
   ② スイッチ適合    18,300円／１回 
   ③ カスタマイズ     5,000円／１回（交通費を含む） 
     利用指導       4,000円／２回（交通費相当） 
で、合計 477,700円と考えられる。 
 
 これに加え、初期導入後のスイッチ交換が必要な場合や、設定変更（再カスタマイズ）が必要な

場合もあり、この際には、②スイッチ適合および、一部のケースでは③カスタマイズにかかる費用

が再度発生するといえるが、「４－３．補装具としての意思伝達装置の修理（入力装置交換）実績」

にまとめたように、Resja-20 の調査においてはスイッチ交換の必要なＡＳＬ患者の割合が約 62%
であったこと、Resja-21 の調査では、最小 0.5 ヶ月、平均 14.7 ヶ月と報告されていることなどか
ら、耐用年数（5年＝60ヶ月）における、平均交換回数は 

    （ 60 ／ 14.7 ） × 0.62  ＝ 2.5（回） 
と、また交換後の入力装置としては、接点式から他方式への変更と仮定し、修理基準から、45,000
円／１個と仮定し、 
      （ 45,000 ＋ 18,300 ＋ 5,000 ）× 2.5  ＝ 170（千円） 
と試算（推測）する。 
 
 これらにより、意思伝を耐用年数（５年）の間、使い続ける場合の費用としては、 
       ４７７，０００ ＋ １７０，０００ ＝ ６４７，０００（円） 
と試算（推測）する（注：但し、ＡＬＳ患者の場合は、５年の間、利用できない場合も少なくない）。
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